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1．はじめに

誰もが安心して、高齢者や障害者等に関す
る福祉に対する相談や介護を依頼することが
できる専門的能力を有する人材を養成、確保
することを目的として、1987年に社会福祉士
及び介護福祉士法が成立し、社会福祉士とい
う国家資格が創設された。社会情勢の変化と
複雑化、多様化する福祉ニーズに対応するた
めに2007年に法改正がなされるとともに社会
福祉士のカリキュラムが一新され、それに基

づいた教育が行われた。そして、地域共生社
会の実現を推進する実践能力をもったソー
シャルワーク専門職としての社会福祉士の養
成1 ）という時代の要請に応えるために、「令
和元年度社会福祉士養成課程における教育内
容等の見直しについて2 ）」が発表され、社会
福祉士のカリキュラムが更新された。2021年
度より新カリキュラムに基づく養成教育が実
施されている。

本学では、2000年4月の開学以来、社会福
祉士の養成教育を継続してきた。社会福祉士
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のほか、精神保健福祉士、介護福祉士、保育
士、公認心理師といった多種の国家資格を養
成し、在学中に2資格を取得することも可能
である。新カリキュラムに対応するに当たり、
闇雲に国の提示するカリキュラムに迎合する
だけでは十分な教育を提供できない上に、他
資格との調整も困難になる。新旧カリキュラ
ムの比較を通して現状と課題を把握するこ
と、あわせて本学の所在する地域の特性、学
生状況、教育体制と実習施設・機関を取り巻
く状況を網羅的に捉え、総合的な養成教育カ
リキュラムを編成しなければ、計画的で効果
的な教育を実施することは難しいだろう。

本稿では、新カリキュラムへの対応にあ
たって論点整理を図ることを目的とする。ま
ず、新旧カリキュラムの比較を通して、新た
な養成教育で強調される点を明確にする。第
2に、本学の社会福祉士及び関連分野の養成
教育を鑑みながら、新カリキュラム対応にお
いて押さえておくべき論点を整理する。最後
に、国が求める新カリキュラムに対して、本
学で養成教育を提供するための望ましい姿

（展望）を提示することが目的である。

2．カリキュラムの変遷と改正内容

はじめに、2007年改正時のカリキュラム
（以下、旧カリキュラム）と2020年改正時の
カリキュラム（以下、新カリキュラム）につ
いて、改正の背景と変更された内容について
触れていく。
（1）旧カリキュラム

1987年に国家資格が創設された後、急速な
少子高齢化、バブル経済の破綻等、従来の社
会福祉制度では十分な対応ができない新たな
ニーズが発生した。2000年に社会福祉基礎構
造改革がなされ、福祉サービスは措置から契
約へ大きく転換された。2000年の介護保険法

の施行、2003年の支援費制度の導入等によっ
て、利用者が福祉サービスを自己選択、自己
決定するという利用者本位の社会福祉が推進
された。また、禁治産制度を抜本的に見直し
た成年後見制度が2000年に施行され、意思能
力が十分でない者の自己決定を支援する仕組
みも整備された。

こうした社会情勢の変化を踏まえ、2006年
に社会保障審議会福祉部会から「介護福祉士
制度及び社会福祉士制度の在り方に関する意
見3 ）」が提出された。意見書の中では、地域
を基盤とした相談援助、地域における就労支
援、権利擁護等の新しいサービスの利用支援、
新しい行政ニーズへの対応など社会福祉士の
活躍が拡大している現状が述べられた。一方
で、①教育カリキュラムが社会福祉士を取り
巻く状況の変化を反映していない、②求めら
れる技能を修得することができるような実習
内容になっていない、③福祉系大学等の教育
内容等は大学等の裁量にゆだねられることか
ら、教育内容等にばらつきが見られる、とい
う課題も提示された。そして、社会福祉士を
取り巻く状況の変化に合わせる形で、カリ
キュラム、実習、資格取得ルートのあり方に
ついて見直しが行われるに至った。

旧カリキュラムはそれ以前のカリキュラム
と比べて、次の点が変更された4 ）。①養成時
間数が1050時間から1200時間に増加した、②
演習のみでなく、実習指導も学生20人以下に
つき1人以上の教員を充てる、③実習・演習
の教員要件を厳格にして教育の質の担保を図
る、④実習指導者講習会を修了した実習指導
者が存在する施設・機関による実習の必須化、
などである。

相談援助実習は、厚生労働省の定める実習
施設・機関において180時間の実習を行うこ
と、ただし120時間以上は同一施設にて実施
することが定められている。さらに相談援助
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が求められる職場、職種の業務を学んでおく
べき観点から、実習プロセスを職場実習・職
種実習・ソーシャルワーク実習の3段階で展
開することが推進された。

（2）新カリキュラム
旧カリキュラムに基づく養成教育が行われ

10年経過した2018年に、社会保障審議会福祉
部会から「ソーシャルワーク専門職である社
会福祉士に求められる役割等について5 ）」が
提示された。同報告書では、全ての人々が地
域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合う
ことができる地域共生社会の実現に向けた仕
組みの構築が求められていること、社会福祉
士はソーシャルワークの専門職として、地域
共生社会の実現に向け、多様化・複雑化する
地域の課題に対応するため、他の専門職や地
域住民との協働、福祉分野をはじめとする各
施設・機関等との連携といった役割を担って
いくことが期待されている。

地域共生社会の実現に資する包括的な相談
支援体制の構築や住民主体の地域課題解決体
制を推進するソーシャルワーク機能の養成に
あたって、旧カリキュラムの見直しが必要と
制度横断的な課題への対応や必要な社会資源
の開発と指摘された。この報告を受けて、厚
生労働省は旧カリキュラム改正以降の社会状
況の変化や法制度の創設等を踏まえ、ソー
シャルワーク機能を発揮できる実践能力を習
得できる内容となるよう教育内容を充実する
ための見直しを図った。そして、2019年に「令
和元年度社会福祉士養成課程における教育内
容等の見直しについて」が提示され、2021年
度から新しいカリキュラム（以下、新カリキュ
ラム）が適用されることとなった。

旧カリキュラムから新カリキュラムの変更
点は次の通りである。①地域共生社会に関す
る科目を創設する、②講義－演習－実習の学

習循環に向けてソーシャルワーク機能を学ぶ
科目を再編成する、③司法領域の時間数の拡
充、④全指定科目、基礎科目の必修化、である。
特に実習演習については、実習時間が180時
間から240時間に拡充され、異なる機能の施
設・機関への2ケ所以上の実習を行うことと
された注）。なお、教育の総時間数1200時間は
変更されなかった。

機能が異なる2以上の実習施設を指定した
理由として、厚生労働省は「地域における多
様な福祉ニーズ等の実態を複数の実習施設に
おいて学ぶことができるように」と組み合わ
せを例示している6 ）。「機能が異なる実習施設」
とはどのような施設や事業所を指すのか、と
いう問いに対して次のような回答をしている。

機能が異なる①「病院と身体障害者福祉セ
ンター」、「社会福祉協議会と救護施設」のよ
うに、異なるサービスを提供している施設や
事業所、②「認知症グループホームと障害者
グループホーム」のように、異なる対象に対
してサービスを提供している施設や事業所、
③「特別養護老人ホームと地域包括支援セン
ター」、「児童養護施設と児童相談所」のよう
に、主たる対象が同じであっても、提供する
サービス内容や地域の中で果たす機能が異な
る施設や事業所を指すものとする。なお、同
一法人が運営する施設や事業所であっても差
し支えないものとする。

あわせて、240時間のうち1の実習施設にお
いて180時間以上の実習を基本とすることの
理由について、「単に実習時間数を拡充する
だけでなく、ソーシャルワークの一連の過程
や総合的かつ包括的な支援の実態を十分な期
間を確保して学ぶことができるように」と回
答している。

新旧カリキュラムの実習内容の比較を表1
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に示す。厚生労働省は、新カリキュラムの実
習のねらいとして次の5点を提示している7 ）。

① ソーシャルワークの実践に必要な各科目
の知識と技術を統合し、社会福祉士とし
ての価値と倫理に基づく支援を行うため
の実践能力を養う。

② 支援を必要とする人や地域の状況を理解
し、その生活上の課題（ニーズ）につい
て把握する。

③ 生活上の課題（ニーズ）に対応するため、
支援を必要とする人の内的資源やフォー
マル・インフォーマルな社会資源を活用
した支援計画の作成、実施及びその評価
を行う。

④ 施設・機関等が地域社会の中で果たす役
割を実践的に理解する。

⑤ 総合的かつ包括的な支援における多職
種・多機関、地域住民等との連携のあり
方及びその具体的内容を実践的に理解す
る。

3 ．新カリキュラム対応にあたっての論
点整理

ここまで最初期のカリキュラムから旧カリ

キュラム、そして新カリキュラムに至るまで
の変遷について記述した。カリキュラム移行
時には関係者の間に多大な混乱がみられるも
ので、国の指示通りの紋切り型に移行するこ
とはできない。また、川上は旧カリキュラム
移行前後の養成校、学生、受入施設の課題を
10点挙げて、よりよい実習に向けて正面から
向き合い解決すべきと論じている8 ）。

本節では、川上の指摘を参照しながら、新
旧カリキュラムへの移行にあたって、改善さ
れた課題、未改善の課題を整理する。その際、
共同研究者間で本学における新カリキュラム
対応に必要な工夫、配慮を踏まえながら、課
題解決に向けた改善案を提示した。協議の主
な論点は、表1の通りである。以下、これら
の論点を取り上げて、考察する。

 表２．新カリキュラム対応に向けた論点

（1）旧カリキュラムの総括
（2）機能が異なる2ケ所以上の実習
（3）新カリキュラムのミニマム・スタンダード
（4）大学・担当教員の現状と課題
（5）学生の現状と課題
（6）受入施設・機関の現状と課題
（7）その他（コロナ禍での実習など）

 表１．新旧カリキュラムの実習内容の比較

旧カリキュラム 新カリキュラム

時間数 180時間 240時間

実習施設の要件
・ 1ヶ所以上の施設で180時間以上の実習
・ 複数の施設で実習を行う場合は、1ヶ

所は120時間以上の実習を行う

・ 機能が異なる2ケ所以上の実習施設で
240時間以上の実習を行う

・うち1ヶ所は180時間以上の実習を行う

実習免除 ・ 指定施設において一年以上相談援助の
業務に従事した者事した者

・ 精神保健福祉士養成課程、介護福祉士
養成課程における実習の履修者は、実
習のうち 60 時間を上限として免除可
能（この場合でも、機能の異なる2ケ
所以上の実習施設等で実施する）

実習プログラム 職場実習、職種実習、ソーシャルワーク
実習の3段階で展開される

厚生労働省が定める実習教育の５つのね
らい7 ）を、2ケ所の実習を通して達成する
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（1）旧カリキュラムの総括
新カリキュラムでは、地域共生社会の実現

に向けて社会福祉士がソーシャルワークの専
門職として機能を発揮しその役割を担ってい
くことが期待されている。しかし、旧カリキュ
ラムに基づく養成教育の効果検証は行われて
おらず、教育効果と課題を総括した上で、新
カリキュラムに移行する必要がある。

旧カリキュラムは実習の質の担保及び標準
化を目指したものであり、新カリキュラムへ
の見直し後も大きな変更はない。

旧カリキュラム移行時に指摘された3点の
課題について、地域を基盤とした相談援助、
就労支援、権利擁護等の新しいサービスの利
用支援について、「権利擁護と成年後見制度」、

「就労支援サービス」「更生保護制度」といっ
た科目が新設されたこと、教育のねらいと教
育に含むべき事項が列記されたことで大学ご
との教育の標準化がなされたといえる。

旧カリキュラム以前はソーシャルワークと
ケアワークが混同されており9 ）、実習中にケ
アワークしか経験しなかったという事態が頻
発しており、そこが改善された点は大きい。
あわせて実習演習担当教員の要件が厳格にな
り、学生20人に1人の担当教員の配置が必要
となったため、従前より少人数できめ細やか
な教育が可能になった。

（2）機能が異なる2ケ所以上の実習
ソーシャルワーク実習を2ケ所以上で行う

意味として、多様な場・形態で存在するソー
シャルワーク実践を理解する、ソーシャル
ワーク実践を支える価値・知識・技術は分野・
領域の違いに関わらず共通性があることが理
解できる、の2点が挙げられている10）。合わ
せて実習教育の5つのねらいの内に、「総合的
かつ包括的な支援における多職種・多機関、
地域住民等との連携のあり方及びその具体的

内容を実践的に理解する。」という記述があ
り、地域共生社会の担い手として社会福祉士
を養成する意図がみられる。

ただし、180時間の実習は他の医療職の実
習と比較して極めて少ないことは従前から指
摘されている。そして3段階実習の後半にあ
たる「ソーシャルワーク実習」の実施におい
て実習生の自己評価が低いこと、180時間の
限られた時間内で援助過程の一連のプロセス
を経験することが困難であると指摘されてい
る11）。180時間の間にソーシャルワークの援
助過程を習得できない状況では、例え機能が
異なる2ケ所以上の実習を行っても消化不良
に陥る可能性が高い。

よって2ケ所実習を通して、分野・領域の
違いに関わらず、ソーシャルワークの共通性
を理解するという点は達成可能だが、地域共
生社会に係る「総合的かつ包括的な支援」を
どのような形で達成すべきかという点が難し
い。本学では、夏休み期間中の180時間を施
設実習、後期期間中の60時間を地域実習、と
いう形で施設内外を体験することで、一定程
度の目標を達成できるのでは、という意見が
見られている。

（3）新カリキュラムのミニマム・スタンダード
実習教育におけるミニマム・スタンダード

は、国が提示する実習教育のねらいと教育に
含むべき内容という、最小限の監査基準に上
乗せし、養成校間での一定の教育水準を確保
することが目的である旧カリキュラム移行時
に、実習教育のミニマム・スタンダードが提
示され、各校それに基づいた実習指導を展開
することになった。新カリキュラムにおいて
も、日本ソーシャルワーク教育学校連盟から
ソーシャルワーク実習指導・実習のための教
育ガイドラインを提示されており12）、ガイド
ラインに沿った実習の展開が各養成校に期待
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されている。
ミニマム・スタンダードを設定する意義

は、養成校、学生、実習施設の3者の関係が
相互関係にあることと、実習教育には一定の
教育レベルの設定が必要不可欠という理由に
ある。確かに可視化できる基準を設定するこ
とで、実習前後で達成すべき目標がわかりや
すく、その実現に向けて3者が取り組む準備
を進められる点で意義がある。ただし、ミニ
マム・スタンダードの水準が妥当かどうかは
検討の余地がある。高すぎる水準が設定され
た場合、それをクリアできない養成校、学生、
施設が現れざるを得ない。ミニマム・スタン
ダードの設定により教育全般の底上げに寄与
する可能性がある反面、達成できる部分だけ
達成すればそれでよいという純化路線に進む
点も危惧されている13）。

残念ながら新カリキュラムに提示されたミ
ニマム・スタンダードは、実習に活用できる
資源が十分にある養成校、施設でなければ効
果的な活用は難しいと言わざるを得ない。学
生に求める水準も高く、本学の現行カリキュ
ラム内で実習前の事前教育を行うには資源が
少なすぎる。また、3段階実習を廃止し2ケ所
実習を通した実習目標の達成への転換という
点についても、養成校や施設に対する説明が
不十分であり、特に施設側の受入準備が全く
整っていない状況が懸念される。

後述するように、準備不十分な学生に実習
を行わせるために施設に依頼をするパターン
もあり、新カリキュラムにおいても、提示さ
れたミニマム・スタンダードは純化路線に進
まざるを得ないと推測される。むしろ、新カ
リキュラムでの実習を経験する中で、養成校
独自のミニマム・スタンダードを設定してい
く方が建設的ではないかという意見もある。

ここからは本学における社会福祉士養成の

経緯と特徴を踏まえ、大学、学制、施設・機
関の3者の現状と課題について触れる。

（4）大学・担当教員の現状と課題
本学では毎年40～50名の学生が実習を経験

している。2023年度は、30名弱が2ケ所で実
習する見込みである。現行の教員4名は実習
専任ではなく、他授業も担当する中で1人当
たり学生12～14人を受け持つ。実習中は、週
1回の巡回指導を行わなければならず、後期
授業期間中に2ケ所目の実習巡回を行う必要
があり、物理的に不可能な状況が生じえない
かと非常に危惧している。

2ケ所目の実習を後期期間中に実施する理
由は、他の国家資格科目との兼ね合い。社会
福祉士と精神保健福祉士は科目が重複すると
ころが多く、新カリキュラムにおいて共通科
目の分化も図られている。しかし、介護福祉
士、保育士、公認心理師は独自のカリキュラ
ムが進められており、特に前2者は4年時に社
会福祉士の実習を経験することになる。そう
なると、春休みを使った60時間では卒業に間
に合わなくなるため、やむを得ず後期期間中
に実施となった経緯がある。

後期期間中に巡回指導を物理的に可能にす
るためには、大学近郊の施設での実習が望ま
しい。これまで本学では、学生の出身県での
実習（いわゆるふるさと実習）を許可してい
たが、新カリキュラムでは実習施設は「原則、
兵庫県内」と定めた。巡回指導の物理的制約
のほかに、学生に大学の所在する地域により
大きな関心を持たせ、可能な限り地域の施設
に学生を就職という形で還元する形で、地域
連携を図りたいという意図もある。

その他、巡回指導に関して担当教員のみへ
のしわ寄せが大きい点は川上14）、白川15）をは
じめ各所で指摘されており、これが不十分な
スーパービジョンに帰結する恐れがある。実
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習の成否は、大学と教育理念と不可分なもの
であり、3つのポリシーと実習教育の関連性
について、今一度検討が必要なように思われ
る。

（5）学生の現状と課題
学生の実習に対する意欲や目的意識が曖昧

といった実習生の実習不適格問題を解消する
必要がある。この点は旧カリキュラム時点で
川上が指摘していることだが16）、10年経過し
た現在もその問題は解消されていない。特に、
そもそも本当に福祉を学びたいのか、福祉専
門職になりたいのかさえも自己覚知できない
学生や、保護者に勧められ、お金を払ってもっ
たいないから資格を取るという姿勢の学生の
増加が顕著な印象である。福祉系大学の多く
は低偏差値校であり、ほぼ全入できるといっ
て過言ではない。

学力の問題に対しては、入学前教育、初年
度教育によってある程度の解消は期待でき
る。入学前の学力や学習習慣が大学での能動
的学習を支えるとされる17）。それでも学生全
てが能動的に学びたい、将来社会福祉士とし
て特定の分野で活躍したいといった価値の形
成に至るまで、きめ細かく対応することは難
しい。

希望者全てを実習に行かせるのは、実習施
設に学生の問題を丸投げすることになる。中
途半端な意識の学生は実習を中断することが
少なくなく、それが失敗経験となり本人、施
設、教員全てが傷つく体験となってしまう。
何よりも利用者の権利侵害を最小限に抑える
ためにも、大学には実習生の選別を行う責任
がある。川上は選抜の効果的な方法としてス
クリーニングを挙げており、一部では CBT
や OSCE が導入される大学があることを紹
介している18）。

本学においては、「ソーシャルワーク実習

指導1・2」の授業において、事前課題、事後
課題の条件を厳格に設定して、社会福祉士実
習の準備状態の醸成に力を入れている。全国
レベルの CBT や OSCE を実施する資源のゆ
とりはなく、仮に実施しても学生の多くが脱
落する恐れが高いため、本学での早急な導入
は考えていない。ただし、新カリキュラムに
おいても、一定程度の線引きは必要であろう。

その他、傷つき体験や挫折の経験をして何
らかのメンタルヘルスの問題を抱えた学生が
多いことや、家庭問題を抱える学生も散見さ
れる。開設当初の20年前と比較して、経済的
困難を抱え、学費や生活費のためにアルバイ
トを長時間しなければならない学生も増えて
いる。学生個人の問題ではなく、学生を取り
巻く環境を改善しなければ問題の根本的解消
にならないケースも少なくない。様々な問題
を抱える学生を前に、解決の手を出せずに、
実習教育のみを行わざるを得ない教員のジレ
ンマも存在する。

（6）実習受入施設・機関の現状と課題
施設・機関が実習を受け入れる意義として、

個人及び組織としてのソーシャルワーク実践
力を向上する、組織が提供する支援・サービ
スの質や事業を評価する、社会的責任を果た
す、スタッフや組織の成長と人材確保、が挙
げられている19）。しかし、福祉現場は圧倒的
な人手不足の中、実習指導者要件を満たした
社会福祉士がいない、いたとしても実習受入
に余力がない施設も少なくない。実習内容を
受入施設に白紙委任＝丸投げする事態もあり、
困難な学生を相手にしたために次回以降は受
け入れないといったパターンも存在する。

白川は実習受入の意義を組織内に浸透させ
ること、実習指導者の力量を高める等の施
設・機関の条件整備を提案している20）。しか
し、意欲や準備に乏しい学生を、無理を承知
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で施設に受け入れを依頼していることも多々
あり、大学の側から施設に要望・要請するこ
とは実際のところ難しい。

何よりも、担当教員が授業・校務で余裕が
なく、巡回指導で初めて実習指導者と話をす
ることが少なくない。日常的に実習先現場に
関わることの重要性について、それが指導者
との良好なコミュニケーションを作りあげ、
実習教育の実践に寄与するものであるという
理解を得る努力が求められる21）。特に施設・
機関側も新カリキュラムへの移行に際して、
旧カリキュラム移行時と同様の混乱がみられ
ているため、大学側が施設・機関をフォロー
することは今後の実習に向けても非常に重要
であると考える。

（7）その他（コロナ禍での実習など）
2020年初頭からコロナ禍がまん延し、大学

教育に大きな転換が迫られた。実習教育も例
外でなく、文部科学省、厚生労働省より様々
な通知が発出され、現在も弾力的な実習教育
の運用が継続されている。

本学の社会福祉士実習では、2020年度から
可能な限り施設・機関での実習を継続してき
た。実習中の中断・延期等がみられたものの、
他施設への実習受入の要請や、後期期間中の
実習実施等により、ほぼすべての学生が学外
での実習を経験している。

学外実習を推奨する理由は2つある。1つ
は、実習の判断が担当教員に委ねられている
点である。大学として実習を実施・中止する
という全体方針がある姿も理想ではあるが、
大学・学生・施設との個別協議の中で試行錯
誤することで学外実習を可能にした部分は確
かにある。2つ目は、学内実習は学外実習の
代替えにはならないという判断である。施設・
機関に赴いたものの、相談室内で1日中過ご
したり、限られたユニット内でしか利用者と

触れ合えない、地域の行事や住民へのアウト
リーチが軒並みキャンセルしたりと、従来よ
りも活動範囲が狭い中での実習を余儀なくさ
れたのは事実である。それでも施設・機関が
創意工夫をこらして実習体験を提供し、学生
もその心意気に応える形で真剣に学ぶという
姿を確認することができた。少なくとも学生
にとっては、実習施設に行けた事実が学習へ
の強い動機づけになっている。これは、実習
報告書からも伺える話であり、後述する学生
エンゲージメントにもつながる話題である。

コロナ禍が治まらない中で新カリキュラム
に基づく実習が展開されることになる見込み
である。1つ疑問に感じることだが、コロナ
禍の中で実習を受けた学生は、ミニマム・ス
タンダードの水準を満たしているとはいえな
いが、実習によって獲得した能力等は、それ
以外と比較して劣るのだろうか。むしろコロ
ナ禍の制限下の中でかえって動機づけが高ま
り、実りの多い学びにつながった感触が残る。
教育効果は未検証だが、仮に効果が変わらな
いと仮定すれば、新旧カリキュラムへの変更
以前に、大学・学生・施設として実習に向け
てまず取り組むべき課題が確かに存在するこ
との裏付けとなるといえよう。

4．望ましい養成教育のあり方

以上、新カリキュラム対応に向けた7つの
論点を整理した。大学、学生、施設・機関が
直面する課題を解決しながらも、新たに地域
共生社会の実現を推進する実践能力を養成を
目指した実習の実現が求められている。特に
機能の異なる2ケ所以上の240時間の実習をい
かに充実させるか、合わせて講義－演習－実
習の循環によるソーシャルワークの総合的・
包括的な理解を促進するかという点が大きな
課題である。そこで、論点整理を基に、新カ
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リキュラムに対応した望ましい養成教育のあ
り方を図1に示した。これをもとに、本学と
して取り組むべき事項を論述する。

（1）大学・学生・施設の連携と調整
第一に、大学－施設・機関間の情報交換を

密にして、現状と課題の把握に努めることが
肝要である。大学、学生、施設・機関の連携
の重要性は言うまでもないが、真の意味で連
携が取れていたか再検証すべきである。実際
のところ、大学と施設・機関間のやり取りは、
実習の依頼と受入の手続きと巡回指導での短
時間の面接に限定されている。理由は単純で、
教員の授業・校務の多忙さにより施設・機関
と連絡を取る機会がないこと、授業時間外に
施設・機関とやり取りすることが業務の一環
であると認知されにくいためである。

人手不足でかつかつの施設・機関は、新カ
リキュラムへの対応という新奇複雑な業務が
増えることになる。この事情を知らずに、大
学から「新カリキュラムに移行するが、ソー
シャルワーク教育学校連盟のミニマム・スタ
ンダードの通り実習を引き受けてください。」

と大上段に振りかざしたところで、快く実習
を受け入れる施設は少数だろう。大学として、
施設・機関・地域の特性やニーズ、指導体制
の特長と限界を踏まえた上で、相手方が実現
可能な形の実習を依頼するのが筋である。そ
の意味で、大学、担当教員自体が地域にアウ
トリーチをしなければ、彼らの実情を伺い知
ることはできないし、施設・機関の実情を踏
まえた養成教育のミニマム・スタンダードの
作成と、実習の実現には至らない。

そのため、普段からの大学－施設・機関間
の接近・交流を今以上に大切にすること、及
び全ての大学関係者が養成教育の業務の一環
として認めることから始めるべきである。こ
まめなやり取りが双方の信頼関係を育み、地
域の実情やニーズをつかむことにつながる。
それが養成教育にも反映され、学生に対して
リアリティのある授業を展開される。学生は
ソーシャルワークのリアリティに関心を持
ち、実習、国家試験、福祉職への就業という
流れができる。学生が地域の施設・機関へ就
職することは、大学機能の地域への還元とも
いえよう。

図１．新カリキュラムに対応した学習支援体制のあり方
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行政機関からの委員委嘱、講演活動、民間
施設・機関での非常勤勤務など、地域のニー
ズに応える大学教員の姿は、施設・機関から
も「見られている」ことを常に意識しなけれ
ばならない。地域のために汗を流す姿を見て、

「実習を受け入れて良いか。指導中に困った
時にきちんと対応してくれるか。丸投げされ
たりしないか。」と見定められる。地域の目
線に立って、施設・機関の実情把握に努め、
ニーズに合わせた養成教育を展開すること
が、施設・機関との連携に不可欠である。

（2）学生エンゲージメントの向上
第二に、大学－学生間の学習観の転換、学

生エンゲージメントの向上である。新旧カリ
キュラム間で実習形態は大きく変化したもの
の、他はほぼ旧カリキュラムを踏襲した授業
時間数・内容となっている。ただし、教育に
含むべき内容があまりにも多く網羅的に羅列
され、制度・サービスを知識として詰め込む
ことの比重が大きいままである。大学での社
会福祉学教育が、国家試験受験を目的とした
専門学校化しているという批判も少なくない
22）。さらに教育に含むべき内容は授業内で完
結するわけではない。学生の能動的な学習と
相乗しながら達成されるものであるが、昨今
の学生事情を鑑みると、学生の自主性に委ね
るだけではなく、学習が能動的に学ぶ機会・
仕組みを整えるかが鍵となる。

そこで、学習への参加、動機づけ、自己効
力感、所属意識などを包括する学生エンゲー
ジメントの概念に着目した。山田は学生エン
ゲージメントを次のように定義している23）。

大学生の学習と発達を促すために、彼らの
置かれている状況や文脈も考慮しつつ、大学
が提供する制度や環境、教職員が日常的に行
う教育・指導等における深い関与、学生が自

らの意志で選択し、学びに対して主体的に関
与するというプロセスや一連の経験、そして
大学、教職員、学生それぞれが払う関与の質
と量の相互作用やダイナミクスを捉える概念

つまり、大学教育において「どのように教
えるか」から「どのように学ぶか」へ、教育
から学習へのパラダイム転換を迫るものであ
る。日本でも10余年前から提唱され始め、ア
クティブラーニング、問題解決学習に代表さ
れる双方向学習が導入されている。のように
既に定着つつある。なお、学生エンゲージメ
ント形成において、教員と学生間の信頼関係、
学生自らの意志による学習への深い関与、そ
れらを可能にする学習空間（ラーニング・コ
モンズ）の創出が重要である24）。

本学の国家試験合格者の多くは、自習室を
活用して自主的に学習している。合格率の高
い複数の他大学の教員からも同様に、早期か
ら自習室での学習習慣を促していると聞く。
自習室は何も一人で勉強するだけの場所では
ない。国家試験合格という共通目標を持った
学生同士が学び合い、励まし合う学びの共同
体が自然発生する空間としても注目に値す
る。それゆえ自習室をはじめ、空き教室を活
用して、授業外の時間に学生が自らあるいは
学生同士で学び合うラーニング・コモンズを
創出することが求められる。

加えて1年時から高校までの受動的学習か
ら能動的学習への転換を図ることも重要であ
る。実習あるいは国家試験勉強時点から勉強
に取り組もうとしても、一朝一夕に学習習慣
は獲得できるものではない。学力が低い、勉
強の仕方がわからない、出席をすれば勉強で
きたと勘違いしている学生も少なくない。そ
こで、実習履修要件を明示した上でスクリー
ニングを実施することを学生に周知し、要件
を満たすよう能動的な学習を促すことが肝要
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である。学生がわからないことを自発的に調
べたり、質問したり、復習する姿勢は、実習
での学びを深める上で必須である。

さらにソーシャルワーカーとしての自己覚
知、省察的実践ができるような学習機会の設
定しなければならない。福祉現場では理論通
りにはいかない想定外、矛盾する状況が頻発
する。理論を厳密に当てはめようとするだけ
では、現実的な問題解決には至らないことが
多い。施設・機関の専門職は問題解決を試し
ながら、「しっくりこない」などの自分の中
の感覚を自覚しつつ、柔軟に判断・対応して
いる。専門職は「行為の中の省察」を通じて、
理論や経験を実践知として現実場面に生かし
ている25）。

ソーシャルワークの実践力を高める上で、
クライエントの立場に立ち、状況全体を理解
しようとする視点が必須であるが、同時に自
分の状況も理解する視点も欠かせない。ま
ずは、「何のために社会福祉学を学ぶのか」、

「資格を取得して何を志すのか」と学生が能
動的に自分自身の省察を深めることが重要で
ある。省察力を高めることにより、実習体験
をただ「楽しかった」と流してしまわずに、
実践知の幅とレパートリーを広げることが可
能になる。あわせて理論と実践の齟齬やジレ
ンマによって福祉への諦めや失望の体験とい
う、実習の逆機能を防止したり回復したりす
る上でも重要だと考えられる。

（3）オルタナティブ・チョイスの提示
以上のように学生エンゲージメントの向上

に努めても、社会福祉士の資格取得ルートか
ら外れる学生が一定数出現することが予想さ
れる。学習の中で自分の適性に気づき進路を
変更する者、無気力、無関心なままスクリー
ニングで脱落する者、卒業要件単位のみを満
たすことを目指す者など様々である。本学の

ように複数の資格が取得できる場合、入学し
た以上は資格を取得しなければならないとい
う思い込みや、保護者等周囲から取得を迫ら
れている状況など、自分の意に反して履修を
するパターンが存在する。

こうした学生に「可哀そうだから成績基準
を緩くして、実習に行かせて資格を取らせる」
という発想は、パターナリズムで歪な思想の
押しつけで、彼らの人生において有害である。
あわせて暖かい心があれば誰でも取れる、誰
でもできる仕事という誤解を生み、社会福祉
士の専門性を貶める行為であり、厳に慎まな
ければならない。

移行時期だからこそ、大学の原点を振り返
る必要があると考える。大学とは学ぶことそ
のものに価値を置く知の共同体である。大学
で学ぶ意義を端的にいえば、学生の目標、夢
を実現するための力を養うことである。学び
は強制されるものではなく、学び合う者の自
由意思が相互に尊重されるべきである。

この原点に立ち返ると、社会福祉士の資格
を取得するか否かという2択を迫るのではな
く、学生が将来どのようなライフコースを歩
みたいかを明らかにする方が建設的ではない
だろうか。学生が漠然と考える進路の全体像
を指し示し、学生・教員間で共有すること。
進路に向けて今取り組むべき課題を提示する
ことが大切である。例えば、学修ポートフォ
リオを活用して、大学での学びと自身の考察
を蓄積し、学修の過程を可視化することも一
案であろう。

資格取得はあくまで手段であって目的では
ない。広い意味での福祉を学ぶ中での自分の
適性に応じたオルタナティブ・チョイスを提
示することが重要である。学生が福祉を学ぶ
中で別の資格取得に転向したり、一般企業の
就職を目指したりすることに価値を見出した
のであれば、それはポジティブな無資格とい
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うべきもので、学生の自己決定を尊重する姿
勢が求められよう。教員自身が社会福祉士を
目指さない者を落ちこぼれと見ていないか自
戒する必要がある。

4．おわりに

社会福祉士養成教育は大学内で完結するも
のではない。大学、学生、施設・機関の3者
の中で実習を実現し、専門性を有した福祉職
として地域に還元する大きな営みの中で養成
教育は実施されている。十分なレディネスを
有した学生を実習に送り出すことは、実習指
導者への丸投げを回避し、利用者の権利を擁
護し、ひいては地域における社会福祉士実践
の質の担保に寄与するものである。従前から
社会福祉士の安売りはしないという意志と
責任を3者が負う覚悟が求められてきたが26）、
新カリキュラム対応においても同様に引き継
がれるべきである。

次に学生エンゲージメントは論理的な文章
を書く、わかりやすく話す等の汎用的技能の
形成を促す27）。専門的知識を学ぶ以前に、ま
ずは学生のレディネスを形成することが必須
である。つまり、大学という知の探究集団に
参加し、学業に努力を惜しまず取り組み、学
ぶことの喜びを会得することを促進すること
が大学の責務であり、本質である。特に本学
の場合、社会福祉士の他に多様な国家資格を
取得できることから、全ての養成教育の前提
条件として充実を図るべき問題である。

こうした取り組みは、社会福祉士担当教員
だけで完結する問題ではない。養成教育の枠
を超えて、入学から卒業までの一貫したキャ
リアデザインが必須となる。新カリキュラム
への移行を機に、担当教員や専攻、学科の枠
を超えて、全学的にラーニング・コモンズの
創出に取り組むことが望まれる。

注 ）見直しにおいて、実習時間の免除の実施
も記載されている。
福祉の専門職である介護福祉士、精神保健

福祉士の資格を有する者（履修中の者を含
む）が社会福祉士の養成課程において実習を
行う場合、60時間を上限に実習を免除すると
ともに、精神保健福祉士の資格を有する者は、

「ソーシャルワーク演習（30時間）」の履修を
免除する。

なお、免除後の180時間以上の実習におい
て、「教育に含むべき事項」の全てを学ぶ必
要がある（2022/8/16付　日本ソーシャルワー
ク教育学校連盟から会員校宛メール「題名：

【ソ教連：重要】ソーシャルワーク実習にお
ける免除の考え方について（厚労省への照会
結果）」より）。

COI：開示すべき利益相反はない。
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